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Ｐ２０００３ 

 

２０２０年度実施方針 

 

次世代電池・水素部 

 

１．件 名：  （大項目） 燃料電池等利用の飛躍的拡大に向けた共通課題解決型産学

官連携研究開発事業 

 
２．根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１号二、第３号

及び第９号 

 
３.背景及び目的・目標 

（１）研究開発の目的 

① 政策的な重要性 

燃料電池は、燃料が有する化学的エネルギーを直接電気エネルギーに変換する

発電装置であるため、回転や摺動等の運動エネルギーを介す従来型の発電機関よ

り本質的に高いエネルギー効率を発揮することが可能であるとともに、発電時に

二酸化炭素を発生しない。そのため、我が国に課せられた地球温暖化ガス排出抑制

目標の達成には燃料電池の大量普及が必要不可欠であり、運輸分野や電力・熱供給

分野での応用に向けた研究開発を進めることが肝要である。 

このような状況を踏まえて、環境負荷低減、エネルギーセキュリティの確保、新

規産業創出などの社会的課題の解決の方策として、２０１４年４月に策定された

第４次エネルギー基本計画では水素エネルギーを利活用する社会（水素社会）への

期待が謳われた。そしてこれを受けて産学官の有識者検討会議である水素・燃料電

池戦略協議会は「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（２０１４年６月策定、２０

１６年３月改訂、２０１９年３月改訂）を示し、水素社会の実現を目指して定置用

燃料電池や燃料電池自動車（以下、「ＦＣＶ」という。）、水素ステーション等の普

及目標とともにそれらの実現に向けて取り組むべき具体的な行動を明確化して産

学官で共有するためのアクションプランを提示した。このように水素関連政策が

重要視されつつある中、２０１７年１２月には安倍首相のイニシアティブにより

２０５０年を視野に将来目指すべきビジョンであると同時に、その実現に向けた

２０３０年までの行動計画として、世界で初めての水素に関する国家戦略である

「水素基本戦略」が策定された。また、２０１８年７月に策定された第５次エネル

ギー基本計画では、我が国のエネルギー政策における水素エネルギーの位置づけ

が強調された。 

上記の多様な水素政策を実現するため、２０１８年にＮＥＤＯは、２０４０年

以降に達成すべき究極の目標値を含めて技術的課題を時系列に整理した「ＮＥＤ

Ｏ燃料電池・水素技術開発ロードマップ」（以下、「ＮＥＤＯ技術マップ」という。）

を策定した。水素社会の実現のためには、水素・燃料電池分野の技術開発について

産学官が長期的視野を共有し、ＮＥＤＯ技術マップで目標設定された燃料電池シ

ステム等の高性能や低コストに向けた技術開発に取り組むことが重要である。 

 

② 我が国の状況 

我が国は２００９年に固体高分子形燃料電池（以下、「ＰＥＦＣ」という。）ベー

スの家庭用燃料電池（エネファーム）を世界で初めて商品化された。２０１１年に
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は固体酸化物形燃料電池（以下、「ＳＯＦＣ」という。）ベースでも商品化され、２

０１９年１１月にはＰＥＦＣとＳＯＦＣを合わせて累計３０万台を突破した。２

０１７年にはＳＯＦＣベースの業務・産業用燃料電池の商品化も達成している。 

２０１４年には世界に先駆けてＦＣＶを量販され、２０１９年には国内メーカ

ーのＦＣＶは海外販売実績を含めて累計１万台を超えている。加えて、水素ステー

ションについても２０１９年１１月末時点で１１０箇所が整備されている。 

このように、長年に渡る産学官の研究成果は着実に実用化に繋がっており、現

時点では我が国が長い歴史の中で蓄積した燃料電池技術の競争力は、諸外国に比

べて高い。しかし、水素社会の実現に向けた燃料電池の更なる大量普及のためには、

低コスト化に直結する発電効率や耐久性の向上、現状で年間数百台程度しかない

ＦＣＶの生産性向上等の課題の解決や、従来の家庭向けの熱電併給や自動車用等

とは異なる新たな市場を切り拓く用途拡大の取組を推進する必要がある。 

 

③ 世界の取組状況 

米国では、ＤＯＥが中心となってＰＥＦＣが２０２５年に達成すべき目標値と

して定置用燃料電池で耐久時間８０，０００時間、製造コスト＄１，０００～１，

５００／ｋＷ、車載用燃料電池で耐久時間５，０００時間以上、製造コスト＄４０

／ｋＷと設定し、盛んに研究が展開されている。ＳＯＦＣの分野ではＮＥＴＬ（Ｎ

ａｔｉｏｎａｌ Ｅｎｅｒｇｙ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ）が

主導しつつ材料開発からセルスタック及びシステムまで一貫した開発が推進され

るとともに、ユーザー企業が参画した実証事業も行われている。さらに米国では、

ＦＣフォークリフトが累計２５，０００台を突破している他、ＺＥＶ規制の追い風

もあり、我が国の２倍を超える７，０００台以上のＦＣＶが販売され、港湾エリア

の大気汚染の緩和を目的とした大型ＦＣトラックの実証も本格化している。 

欧州では、主にＦＣＨ－ＪＵ（ｆｕｅｌ ｃｅｌｌｓ ａｎｄ ｈｙｄｒｏｇｅｎ

－ｊｏｉｎｔ ｕｎｄｅｒｔａｋｉｎｇ）が燃料電池の研究開発や実証事業を担っ

ている。定置用燃料電池では、ＳＯＦＣにおいて家庭用を指向した小型システムか

ら業務用のマイクロ熱電併給システム（ｍｉｃｒｏ－ＣＨＰ）、更には火力発電代

替としての数ＭＷ級までの開発及び実証事業が進められるとともに、セルスタッ

ク性能劣化の診断技術の開発も進行中である。移動体用燃料電池では、ＰＥＦＣの

非白金触媒等の材料開発、セル評価手法の標準化や周辺機器の改良、大量生産を見

据えた新たな製造プロセスの構築等も取り組まれている。さらに欧州では、従来用

途としての車載用だけではなく鉄道や船舶、航空機等の多用途展開も志向してい

る点が特徴的である。 

中国では、中国汽車工程学会が２０１６年１０月に「省エネルギー車と新エネ

ルギー車の技術ロードマップ」を発表し、ＦＣＶの普及目標を２０２０年頃に５千

台、２０２５年頃に５万台、２０３０年頃には１００万台と設定した。また、将来

的には商用車の耐久性を１００万ｋｍ以上とするとともに乗用車耐久性も３０万

ｋｍ以上を目標とした。製造コストについては２０３０年に乗用車で２５０万円

（１人民元＝１６．５円で換算）以下、商用車で１，０００万円以下に設定するな

ど、ＮＥＤＯ技術マップの数値目標と同等レベルの目標を掲げた。さらに、中国で

は中央政府の他に地方政府も活発に燃料電池の技術開発や普及政策を推進してお

り、燃料電池バスやトラック等の商用車を中心に、ＦＣＶの更なる普及拡大へ向け

た動きが本格化しており、これまでに４，５００台以上が生産され、２０２０年頃

の普及目標を確実に達成する勢いである。 

日本と同様に燃料電池自動車の量産を開始した韓国では、政府が２０１９年に

「水素経済活性化ロードマップ」を策定した。この中では、２０４０年までにＦＣ

Ｖを６２０万台（輸出分を含む）、水素ステーションを１，２００カ所といった目

標に加えて、２０４０年に年間４３兆ウォンの付加価値の創出を謳っている。 
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このように世界各国において、政府が主導して燃料電池の開発や普及に関する

政策が強化されつつある状況下、現時点では一日の長がある我が国の国際競争力

を更に強化等させて、当該分野で世界をけん引する位置づけを確保することが肝

要である。 

 

④ 本事業のねらい 

本事業は、第５次エネルギー基本計画や水素・燃料電池戦略ロードマップ等で

定めるシナリオに基づき２０３０年以降の自立的普及拡大に資する高効率、高耐

久、低コストの燃料電池システム（水素貯蔵タンク等を含む）を実現するためのユ

ーザーニーズに基づく協調領域の基盤技術を開発するとともに、従来以外の用途

に展開するための技術開発並びに大量生産を可能とする生産プロセス又は検査技

術の取組を助成することにより、世界に先駆けて市場導入を開始した我が国の燃

料電池技術の競争力を強化し、世界市場において確固たる地位を確立する。 

 

（２）研究開発の目標 

[委託事業] 

研究開発項目Ⅰ「共通課題解決基盤技術開発」 

 最終目標（２０２４年度） 

２０３０年以降のＦＣＶや業務・産業用燃料電池への実装を目指した技術を開発

する。具体的には、ＰＥＦＣにおいては航続距離８００ｋｍ以上、最大出力密度６

ｋＷ／Ｌ以上、最大負荷点０．６Ｖ以上、耐用年数１５年以上、最高運転温度１０

０℃以上、燃料電池システムコスト＜０．４万円／ｋＷに貢献する要素技術を確立

する。ＳＯＦＣにおいては、発電効率６５％超（低位発熱量）、耐久時間１３万時

間以上に貢献する要素技術を確立する。また、耐久時間１３万時間の業務・産業用

燃料電池システムの劣化モデリング技術等を確立する。なお、上記目標値の実現に

資する要素技術の確立が本事業の最終目標であり、開発された各要素技術を組み

合わせた燃料電池システムの構築および目標値の達成検証は民間独自で実施すべ

き事項であることから本事業では対象としない。 

共通事項として、上記目標値に貢献する高精度性能予測技術、燃料電池システム

劣化予測技術、高精度計測技術（高温下までのＭＥＡセル／部材構造／特性評価手

法、高精度計量観察技術）および低コスト化技術等を確立する。 

個別の目標を別途定め、達成度合いを当該技術のユーザー企業に意見を照会して

肯定的な意見を得る。 

 

 中間目標（２０２２年度） 

最終目標に達するための中間段階の目標値を個別テーマ毎に別途定め、達成度合

いを当該技術のユーザー企業に意見を照会して肯定的な意見を得る。 

 

研究開発項目Ⅱ「水素利用等高度化先端技術開発」 

 最終目標（２０２４年度） 

２０３０年以降の更なる燃料電池システムの低コスト、高性能、高耐久に資す

る水素貯蔵関連技術やその他多様な水素関連技術の高度化に資する技術開発し、

技術成立性を提示する。また、研究開発項目Ⅰの性能やコスト目標を凌駕する燃料

電池の実現に資する革新的な要素技術の設計指針を確立するとともに、実用化に

向けた課題を明らかにする。 
 

 中間目標（２０２２年度） 

最終目標に達するための中間段階の目標値を個別のテーマ毎に定め、達成度合いは

当該技術のユーザー企業に意見を照会して肯定的な意見を得る。 
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[助成事業（助成率：１／２以内）] 

研究開発項目Ⅲ「燃料電池の多用途活用実現技術開発」 

 最終目標（２０２４年度） 

２０３０年までの燃料電池ユニット等の多用途展開を目指して、エネルギーマネ

ジメント要素も含めた実証事業等を行い、自家用車以外で３種類以上の用途の適

用可能性を提示する。また、燃料電池システムのコスト低減を実現するために革新

的な生産技術を開発する。 

個別の目標値はテーマ毎に定め、達成度合いを当該技術のユーザー企業に意見を

照会して肯定的な意見を得る。 

 

 中間目標（２０２２年度） 

最終目標に達するための中間段階の目標値を個別のテーマ毎に別途定め、達成度

合いは当該技術のユーザー企業に意見を照会して肯定的な意見を得る。 

 

 

[委託事業] 

 
４.事業内容 

プロジェクトマネージャーにＮＥＤＯ次世代電池・水素部 原大周主任研究員を任

命して、プロジェクトの進行全体を企画・管理し、そのプロジェクトに求められる技

術的成果及び政策的効果を最大化させる。このため、本事業を推進するにあたり適宜

プロジェクトリーダー（ＰＬ）、サブプロジェクトリーダー（ＳＰＬ）を置く。 

 

４．１ ２０２０年度（委託）事業内容 

研究開発項目Ⅰ「共通課題解決基盤技術開発」 

（１）高効率発電技術開発 

貴金属使用量を低減させた高活性触媒や高プロトン伝導性電解質等の開発に

よるセル電圧の向上、燃料利用率の高いモノジェネレーション技術など、高効

率発電を実現するための技術を開発する。 

（２）高負荷運転技術開発 

貴金属使用量を低減させた高活性触媒、高酸素透過性アイオノマの開発等、

電解質膜やアイオノマのプロトン伝導性向上、ＧＤＬ（ガス拡散層）やＭＰＬ

（微細多孔質層）のガス・電子・熱の物質移動向上、セパレータの接触抵抗化低

減や排水性向上など、高負荷運転を実現するための技術を開発する。 

（３）高耐久起動停止等技術開発 

高電位やその繰り返しに高い耐性を有する貴金属使用量を低減させた触媒・

担持体や電解質等の開発、新規の耐熱構造・材料の開発など、電位や熱衝撃に安

定な、起動停止に耐久性を有する技術を開発する。 

（４）極限環境下劣化防止等技術開発 

白金触媒溶出及び凝集の抑制、安定な非白金触媒、ＯＲＲ（酸素還元反応）活

性が低くかつＨＯＲ（水素酸化反応）活性が高い触媒、高耐久な電解質及びセパ

レータ、ガスリーク抑制、高温・高圧運転に耐えうる材料、被毒耐性の高い触媒

など、高温・高電位・低ｐＨ等の厳しい環境下における劣化防止技術を開発す

る。 

（５）課題横断型技術開発 

ユーザーニーズに基づく基盤技術を開発するために必要な横断型の材料等の

評価、解析プラットフォームを構築し、革新的な分析・評価技術の高度化、加速



5 

 

劣化プロトコル、迅速評価技術、劣化モデル解析手法、温度分布解析手法、各種

シミュレーション技術、高温下での共通評価手法、機械学習を適用した情報整

理手法、ＭＩ（マテリアルズ・インフォマティクス）による材料開発手法等を

（１）～（４）の研究開発と緊密に連携して開発する。 

 

研究開発項目Ⅱ「水素利用等高度化先端技術開発」 

（１）革新的な水素貯蔵技術の開発 

水素貯蔵タンク等の低コスト化に資する水素貯蔵技術を開発する。 
（２）革新的な燃料電池技術の開発 

今後の研究開発の指針を得るために、飛躍的な性能向上やコストダウンに資

する燃料電池の材料やデバイスのコンセプトを探索する。 
（３）その他多様な水素関連技術の高度化のための技術開発 

将来的に大きなコストダウンに資する、新たな燃料電池システムの活用技術、

性能向上や稼働率向上を実現するため燃料電池システムの革新的なコンセプト

を探索する。また、従来の水素利活用を越えた新規産業を創出するための水素

関連技術の高度化に資する技術を開発する。 

 

また、研究開発項目Ⅰ～Ⅲに係わる燃料電池システム等の普及拡大に関する

各種調査を行う。 

 

４．２ ２０２０年度（助成）事業内容 

研究開発項目Ⅲ「燃料電池の多用途活用実現技術開発」 

（１）燃料電池の他用途展開加速実証 

従来の自動車用や家庭用途は異なる用途展開を図るため、燃料電池デバイス

やシステム、システムのインターフェイス等の開発およびエネルギーマネジメ

ント等を含めた実証に向けた検討を行う。 

（２）低コスト・革新的生産技術実証 

燃料電池システムのコスト低減を実現するために革新的な生産技術の開発を

行う。 

 

＜助成要件＞ 

① 助成対象事業者 

助成対象事業者は、単独ないし複数で助成を希望する、原則本邦の企業、大学等

の研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。な

お、国外の企業等（大学、研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設等の

活用または国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を、国外企

業等との連携により実施することができる。）とし、この対象事業者から、e-Rad シ

ステムを用いた公募によって研究開発実施者を選定する。 

 

② 助成対象事業 

以下の要件を満たす事業とする。 

１）助成対象事業は、基本計画に定められている研究開発計画の内、助成事業とし

て定められている研究開発項目の実用化開発及び実証であること。 

２）助成対象事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、内外ライ

センス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を通じ、

我が国の経済再生に如何に貢献するかについて、バックデータも含め、具体的に

説明を行うこと。（我が国産業の競争力強化及び新規産業創出・新規起業促進へ

の貢献の大きな提案を優先的に採択します。） 
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③ 審査項目 

・事業者評価 
  技術的能力、助成事業を遂行する経験・ノウハウ、財務能力（経理的基礎）、

経理等事務管理／処理能力 
・事業化評価（実用化評価） 
  新規性（新規な開発又は事業への取組）、市場創出効果、市場規模、社会的目

標達成への有効性（社会目標達成評価） 
・企業化能力評価 
  実現性（企業化計画）、生産資源の確保、販路の確保 
・技術評価 
  技術レベルと助成事業の目標達成の可能性、基となる研究開発の有無、保有特

許等による優位性、技術の展開性、製品化の実現性、重要技術課題との整合性 
・社会的目標への対応の妥当性 
 

＜助成条件＞ 

①研究開発テーマの実施期間 

   ５年を限度とする。 

②研究開発テーマの規模・助成率 

   ⅰ）助成額 

２０２０年度の年間の助成金の規模は 1 件あたり数億円程度とする。 

ⅱ）助成率 

１／２以内 

  

５． ２０２０年度事業規模 

                    委託事業       助成事業 

需給勘定          ４，０００百万円   １，２５０百万円 

事業規模については、変動があり得る。 

 
 

６．事業の実施方式  

 ６．１ 公募 

（１）掲載する媒体 

「ＮＥＤＯホームページ」及び「e-Rad ポータルサイト」で行う他、新聞、雑

誌等に掲載する。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

公募開始の１か月以上前にＮＥＤＯホームページで行う。本事業は、ｅ－Ｒａ

ｄ対象事業であり、ｅ－Ｒａｄ参加の案内も併せて行う。 

 

（３）公募時期・公募回数 

２０２０年３月頃に１回実施する。 

必要に応じて２回目の公募を実施する。 

 

（４）公募期間 

原則３０日間とする。 

 

（５）公募説明会 

主要都市にて複数回開催する。 
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６．２ 採択方法 

（１）審査方法 

ｅ－Ｒａｄシステムへの応募基本情報の登録は必須とする。 

委託・助成事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象にＮＥＤＯ

が設置する審査委員会（外部有識者で構成）で行う。審査委員会（非公開）は、

提案書・申請書の内容について外部専門家（学識経験者、産業界の経験者等）を

活用して行う評価（技術評価及び事業化評価）の結果を参考に、本事業の目的の

達成に有効と認められる委託・助成事業者を選定した後、ＮＥＤＯ はその結果

を踏まえて委託・助成事業者を決定する。 

提案者・申請者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。 

審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問い合わせには応じない。 

 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

７０日間とする。 

 

（３）採択結果の通知 

採択結果については、ＮＥＤＯから申請者に通知する。なお不採択の場合は、

その明確な理由を添えて通知する。 

 

（４）採択結果の公表 

採択案件については、提案者・申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を

公表する。 

 

７. その他重要事項 

（１）評価の方法 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果

の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、技術評価実施規程に

基づき、プロジェクト評価を実施する。中間評価を２０２２年度に、事後評価を

２０２５年度に実施する。 

 

（２）運営・管理 

ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理及び執行に責任を負い、研究開発の進捗のほ

か、外部環境の変化等を適時に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管

理は、効率的かつ効果的な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施

する。  

① 研究開発の進捗把握・管理 

研究開発成果に関わる知的財産権は、「国立研究開発法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基

づき、原則として、全て委託先に帰属させる。 

なお、研究開発実施者は、研究開発成果の事業化を見据えた知財戦略を構築し

て知財創出に努め、適切に知財を管理する。なお、ＰＭおよびＰＬならびにＳＰ

Ｌからの指示があった場合はそれに従う。 

 

② 技術分野における動向の把握・分析 

ＰＭは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政



8 

 

策動向、市場動向等について調査し技術の普及方策等を分析、検討する。なお、

調査等を効率的に実施する観点から委託事業として実施する。 

 

③ テーマ継続可否評価 

競争的環境で研究を遂行することが適切な分野においては、各研究開発テーマ

について、別途テーマ毎に定める期間で外部有識者による評価を実施し、テー

マの継続可否を判断する。 

 

（３）複数年度契約の実施 

  複数年度契約を行う。 

 

 （４）知財マネジメントにかかる運用 

「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」に従ってプロジ

ェクトを実施する。（研究開発項目Ⅰ及びⅡのみ。但し調査を除く） 

 

（５）データマネジメントにかかる運用 

「ＮＥＤＯプロジェクトにおけるデータマネジメントに係る基本方針」に従っ

てプロジェクトを実施する。（研究開発項目Ⅰ及びⅡのみ。但し調査を除く） 

 

（６）標準化施策等との連携 

先端分野での国際標準化活動を重要視する観点から、ＮＥＤＯは、必要に応じ

て研究開発成果の国際標準化を検討する。 

 

（７）研究開発テーマ間の連携 
本プロジェクトの成果最大化のため、ＰＭおよびＰＬならびにＳＰＬが主導し、

研究開発テーマ間及び本プロジェクト外の企業等との連携の枠組みを構築する。

研究開発実施者は、必要に応じて秘密保持契約や共同研究契約を締結し、密接

な連携を図る。 

 

８．スケジュール 

（１）本年度のスケジュール： 

  ２０２０年 ２月下旬・・・公募開始 

 ３月中旬・・・公募説明会 

 ３月下旬・・・公募締切 

 ５月中旬・・・採択審査委員会 

 ６月上旬・・・契約・助成審査委員会 

 ６月中旬・・・採択決定 

 

９．実施方針の改定履歴 

（１）２０２０年２月１８日、制定 

 

                                                                                                                                                                                             


